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研究成果の概要（和文）： 第三者が関わる生殖補助医療は、生まれた子の出自を知る権利、その養育を保障す
る法律上の親子関係の構築、ドナーとその家族を法的にどう位置づけるのかなどの法整備が不可欠となってい
る。本研究では、子の利益を守ることを前提に、利用者の範囲を広げ、こうして形成される家族を支援する制度
のあり方を、①法学と心理学の協同の観点、②比較法的観点から明らかにした。

研究成果の概要（英文）： For the Artificial Reproductive Technology involving third parties, it is 
essential to establish laws such as the right to know their origins, the establishment of a legal 
parent-child relationship that guarantees its nurturing, and how to position the donor and their 
families legally. From this research, on the premise of protecting the interests of children, the 
scope of users has broadened and the clarified way of the system to support the family formed in 
this way is (1)perspective of cooperation between Law and Psychology, (2) comparative law 
perspective. 

研究分野： 家族法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 日本では、親子関係及び出自を知る権利の保障についての研究は行われている。しかし、子たちへの心理的な
ケア及び発達段階に対応した出自の事実の告知の方法についての研究は不十分である。またドナーとその家族へ
の支援についての研究もほとんど行われていない。法的及び心理的な融合的な研究が求められている。本研究
は、具体的な立法提言のみならず、生殖補助医療をめぐる問題と心のケアについて「法学と心理学の視点」から
検討し、生殖補助医療における親子関係・家族形成の支援制度を構築できるものと考えている。法学と心理学の
視点から得られた研究成果は生殖補助医療やLGBTの立法論議の際に寄与することが期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1)出自を知る権利  「子の出自を知る権利」は、人格的生存に必要不可欠ないし重要な権
利であることから、日本では、憲法 13条後段と、親を知る権利について保障する「子どもの
権利条約の 7条 1項」の規定を根拠に認められる権利であると解されている。現在、子の出自
を知る権利を保障せず、なし崩しの事実先行で生殖補助医療が進められてきた結果、とりわけ
AID によって生まれた人々は成人後に突然又は偶発的にその真実を知り、親への不信やアイデ
ンティティ危機に陥る苦悩を訴え、「出自を知る権利」を強く求めている（非配偶者間人工授
精で生まれた人の自助グループ・長沖、2014）。現行民法においては、配偶子提供で生まれた
子どもは依頼者夫婦の実子として戸籍に登録されるため、親が子どもに出生の真実を告げない
限り、子どもは自分の出自を知ることはできない。そこで、第三者が関わる生殖補助医療につ
きまとう問題の一つとして、子どもの「出自を知る権利」の保障の可否があげられており、同
時に子への真実告知の重要性についても指摘されている。一方、日本の公的機関の報告書では、
出自を知る権利の保障が盛り込まれているが、具体的な立法作業には進まず、足踏み状態にあ
る。 

  

(2)利用者の範囲  不妊当事者には、自然生殖による出産が困難・不可能な人として、同性
カップルがいる。欧米では、同性婚の法的承認及び生殖補助医療の発展に伴い、AID 及び代理
出産を利用する LGBT（Lesbian、Gay、Bisexual、Transgender）が増加している。すでに、同
性婚またはパートナーシップ登録制度を導入している国の中では、女性カップルの AID の実施
を認めている。日本では、生殖補助医療を規制する法律がなく、日本産科婦人科学会の会告に
より、AID が実施されているが、上記の会告上、生殖補助医療を利用できるのは、（異性）法
律婚夫婦に限られているので、同性カップルは生殖補助医療を利用することができない状況で
ある。 
 

２．研究の目的 
本研究では、生殖補助医療において、自然生殖による出産が困難・不可能な人の家族形成の

視点から考察し、生まれた子の利益と提供者の尊厳を守ることを前提に、利用者の範囲を広げ、
こうして形成される家族を支援する制度構築とそれを裏付ける法整備を検討する。本研究は
「法学と心理学の協同の視点」から、検討した点に特色がある。 
 

３．研究の方法 
関連文献を収集・分析した上で、アンケート調査、当事者及び関係者のヒアリングと比較法

的研究を中心にした。当事者及び関係者のヒアリング調査については、AID により子を設けて
いる女性カップル（オランダ）と、日本唯一の生殖医療・行政・児童福祉機関が協同する家族
支援システム「島根モデル」関係者のインタビュー調査を行った。比較法的研究については、
望ましい立法方向の提示や現実性ある当事者への支援を構築していくため、主にオランダ国に
おける法制度・政策について調査を行った。 
 

４．研究成果 
(1)問題と課題の析出について 

生殖補助医療にかかわる課題の抽出と問題意識を共有化する「生殖補助医療と家族形成研究会」
を、定期的に開催してきた。多様な視点からの意見と討議を行い、これらを受けて課題を深め
ていた。それぞれ異なる意見のなか、共通している問題と課題の内容は、「生まれてくる、また
はすでに生まれた子どもの権利保障」のことであった。 
 
(2)ヒアリング調査（国内・外） 
①島根県の「島根モデル」の関係者（2017 年度）、②韓国の大韓産婦人科学会の倫理委員（2017

年度）、③オランダの女性カップルと弁護士（2018 年度）にヒアリングを行い、立法のみなら
ず、専門家（医療、法、臨床心理など）及び機関（児童相談所等を含む行政機関）の連携・支
援の必要性が明らかになった。 
 
(3)アンケート調査実施 

出自を知る権利及び告知に関する市民の「理解」、「認識」を明らかにし、子どもの権利がなか
なか実現されない要因を把握し、分析結果から得た知見を要約し、今後の教育及び支援のあり
方を検討するため、一般市民を対象（517 名）にして、ネット・アンケート調査を実施した。
出自を知る権利とは「自分の遺伝的ルーツを知ること」であり、生殖補助医療（もしくは養子
縁組）と子どもの権利に対する知識と理解が欠けていると、社会的コンセンサスを得ることは
一層厳しく、ひいては立法化が進まない原因の一つとして考えられる。「どちらともいえない」
という中間的選択肢の比率が相当あるということから、本テーマについての市民の認識の乏し
さが感じられる。社会変化に伴う新たな人権教育・啓発に取り組んでいく必要性が示唆された。 
告知の可否については、「親に任せるべき」であり、告知するとすれば「親」のほうがよいと考
える意見が全世代層で共通していたことから、親に子どもの権利や告知の必要性を生殖補助医



療の実施前の段階から十分に認識してもらう教育及び情報提供、そして心理専門家の支援に基
づいた告知などのサポートの整備が強く望まれることが示唆された。 
 
(4)同姓カップルの親子関係へのアクセス関する比較法的研究 

本研究のテーマに関して先進的に対応しているオランダ、デンハーグの法務省や親子法委員会
などを訪れ、女性カップルの生殖補助医療による家族形成に関する法制度（Duomoederschap van 
rechtswege：デュオマザー）及び既存の立法を発展させた新たな政府の勧告案（21 世紀親子法）
について調査を行った。日本における議論は、通常、同性カップル間には子が生まれないとい
う生物学的な理由をもって、同性カップルの法的承認の可否にのみ焦点が当てられている。し
かし、子の法的地位（法的親子関係、出自を知る権利の保障）などの、子の養育環境を保障す
ることができれば、異性カップルに限定せず、同性カップルにも生殖補助医療を用いて家族を
形成することが保障されるべきであることが示唆された。 
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